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歳入
794億6,129万円

地方交付税
156億5,323万円

（19.7％）市債
54億1,180万円

（6.8％）

国庫支出金
118億7,472万円

（14.9％）

県支出金
45億7,672万円

（5.8％）

交付金など
55億9,144万円

（7.0％）

その他
（施設の使用料や各種 

 証明手数料など）
 64億9,990万円（8.2％）

諸収入
74億3,844万円（9.4％）

自主財源 45.7％

依存財源 54.3％

市税
224億1,505万円

（28.2％）

一般会計の決算は、歳入（１年間に市に入ったお金）総額が794億6千万円余、
歳出（１年間に市が使ったお金）総額は769億3千万円余となり、令和６年度へ繰り
越す財源5億9百万円余を除いた実質収支は、20億1千万円余の黒字となりました。
この実質収支から前年度実質収支（22億2千万円余）を除いた単年度収支は、2億
3百万円余の赤字となりました。

市の予算は、使う目的別に区分して
います。各区分に掲載している事項は、
令和５年度に実施した主な事業です。
それぞれの区分に含まれる人件費は総額
で118億円（歳出総額の15.3％）、道路や
公共施設整備などの普通建設事業費は
総額で97億円（歳出総額の12.6％）です。

歳入（Ａ） 794億6,129万円

歳出（Ｂ） 769億3,384万円

翌年度繰越財源（Ｃ） 5億0,999万円

実質収支（Ａ-Ｂ-Ｃ） 20億1,747万円

前年度実質収支（Ｄ） 22億2,133万円

単年度収支
（Ａ-Ｂ-Ｃ-Ｄ） △2億0 386万円

歳入52万2,765円（前年度比4.8％増） 歳出50万6,137円（前年度比5.3％増）市民一人当たりに
換算すると

※市民一人当たりの金額は、令和６年４月１日現在の住民基本台帳人口（152,002人）で割ったものです。

◆実質単年度収支

消防費
19億8,085万円（2.6％）

（救急・消防のために）

その他 （議会費、労働費）
5億5,874万円（0.7％）

教育費
88億3,205万円

（11.5％）
（子どもたちの教育などのために）

商工費
66億5,574万円

（8.7％）
（ 商工観光の振興の  

ために）

民生費
265億4,426万円

（34.5％）
（福祉や子育て事業のために）

土木費
95億6,912万円（12.4％）

（道路や河川などの整備の
  ために）

総務費
76億3,683万円

（9.9％）
（市の全般的な事務   

  のために）

衛生費
53億5,303万円

（7.0％）
（ごみ処理や健康づくり

  などのために）

公債費
67億7,258万円（8.8％）

（借りたお金の返済のために）

農林水産業費
28億4,860万円（3.7％）

（農業・林業の振興のために）

災害復旧費
1億8,204万円（0.2％）

（被災施設の機能回復のために）

歳出
769億3,384万円

前年度比
＋31億5,361万円

（4.1％増）

前年度比
＋34億317万円

（4.6％増）

自主財源

令和４年度決算との比較（主なもの）
●教育費
中学校施設整備事業費や第二学校給食セン
ター改築事業費の増などにより前年度と比較
し30億3,758万円、52.4％の増
●民生費
住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金給
付事業費や民間保育所利用給付・助成事業費の
増などにより前年度と比較し15億2,401万円、
6.1％の増
●土木費
市道新設改良事業費や街路整備事業費の増など
により前年度と比較し2億9,605万円、3.2％の増
●災害復旧費
農地農業用施設災害復旧事業費や公共土木施
設災害復旧事業費の減などにより前年度と比
較し3億7,597万円、67.4％の減
●総務費
市庁舎改修・改築事業費の減などにより前年
度と比較し12億4,387万円、14.0％の減

依存財源

市税、使用料など市が自主的に得ら
れる財源

地方交付税、国・県支出金、市債など
国や県の基準によって定められた額が
交付される財源

民生費
17万4,631円

総務費
5万242円

土木費
6万2,954円

教育費
5万8,105円

衛生費
3万5,217円

農林水産業費
1万8,741円

消防費
1万3,032円

災害復旧費
1,198円

公債費
4万4,556円

歳

　出

　内

　訳

商工費
4万3,787円

災害復旧費
1,198円

議会費
2,433円

労働費
1,242円
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会 計 名
決　　算　　額

歳　入 歳　出

土地取得事業 2,347万円 2,347万円
国民健康保険事業 153億5,670万円 152億8,223万円
後期高齢者医療事業 23億2,852万円 22億4,640万円
介護保険事業 161億9,781万円 159億7,176万円
駐車場事業 1億2,737万円 1億2,724万円
武石診療所事業 1億1,401万円 8,708万円

合　　計 341億4,788万円 337億3,818万円

特別会計

【歳入】341億円
【歳出】337億円

※1　収益的収支：人件費、施設の維持管理費、減価償却費など経営活動に必要な経費
※2　資本的収支：施設の整備・投資、借入金の償還金などの費用

公営企業会計

会 計 名
収益的収支※1 資本的収支※2

収　入 支　出 収　入 支　出

産婦人科病院事業 2億8,727万円 2億4,604万円 1億6,444万円 1億7,121万円

水道事業 32億9,894万円 27億2,034万円 7億   199万円 16億1,729万円

公共下水道事業 67億   635万円 48億2,811万円 12億7,103万円 47億   702万円

農業集落排水事業 15億4,404万円 11億7,667万円 4億4,181万円 8億7,180万円

合　　計 118億3,660万円 89億7,115万円 25億7,926万円 73億6,731万円

公営企業会計とは、水道料金などの収益によって運営される会計です。
企業会計全体の決算額（支出）は前年度と比べると、3.7％、6億2,471万円の減となりました。

【収入】144億円　【支出】163億円

●基金　272億8,180万円
市の貯金ともいえる基金を、令和５年度は合計で13.2億円を積み立てる一方、
14.0億円を取り崩して、事業実施のために活用しました。

【基金の年度末現在高】（一般会計＋特別会計）
○財政調整基金　41億7,381万円
○減債基金　　　51億    996万円

○その他特定目的基金　157億9,277万円
○定額運用基金　　　　  22億   526万円

●有価証券	 7,102万円
●出資による権利	 27億6,535万円
●土地 51,537,066㎡
　　　宅地  2,263,724㎡
　　　山林 41,435,526㎡
　　　その他 7,837,816㎡
●建物（延床面積） 670,220㎡

内

　訳

●市債残高　1,014億円
道路、学校、病院や下水道など社会資本
整備のため市債（借入金）を活用して
います。長期の借入を行うことで、財政
負担を複数年に分け、計画的な財政
運営を行っています。

区　分 令和５年度末
一 般 会 計 627億8,388万円
特 別 会 計  1億  905万円
企 業 会 計 384億8,230万円

合　計 1,013億7,523万円

上田市の財産

※この基準を超えると国の定めに従い、健全化に向けた取り組みが必要になります。

財政状況 財政の健全性を示す財政指標はいずれも、早期健全化基準を下回っており健全であることを示す数値
となっています。実質赤字比率および連結実質赤字比率は黒字決算のため、該当がありませんでした。

指　　標 内　　容 結　　果 早期健全化基準※

実質赤字比率 一般会計を中心とした赤字の割合 ―（ 4.98％黒字） 11.43％
連結実質赤字比率 全会計（一般、特別、企業）の赤字の割合 ―（25.13％黒字） 16.43％
実質公債費比率 年間の借金返済額などの割合 5.3％ 25.0％
将来負担比率 将来に負担が見込まれる負債（借金）などの割合 19.4％ 350.0％

特別会計とは、特定の事業や資金などについて、
その収支を明確にするための会計です。
特別会計全体の決算額（歳出）は、前年度と比べ
ると、0.8％、2億6,454万円の増となりました。
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市債残高

1,013 億 7,523 万円

基金残高

市民一人当たり
66万 6,934 円

市民一人当たり
17万 9,483 円 272 億 8,180 万円

市債残高と基金残高の推移
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